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○司会者 

それでは，おそろいになったということで，ご紹介をあらためてさせていただきます。た

だいまより，セッション２「平和とテクノロジー」を開始いたします。モデレーターをお

務めいただきますのは，マカイラ株式会社代表取締役藤井宏一郎様です。それでは，これ

以降の進行は藤井様にお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

よろしくお願いします。皆さま，ランチがちょっと短かったかもしれませんが，午後も引

き続き SDGsと平和の関係について，さまざまな切り口から取り上げていきたいと思いま

す。次のテーマは平和とテクノロジーです。平和と科学技術，これは，さまざまな非常に

難しい複雑な問題もはらむテーマになっています。 

 

ご存じのとおり，科学技術と平和というのは，いつも表裏一体の関係にあるわけです。後

半で，さまざまな ICT だとか情報テクノロジーの話も出てくると思いますけど，皆さん，

ご存じのとおりインターネットというのは，もともと，そういった軍事に関する研究から

生まれてきたり，あとはロケットだとかの発展の歴史というのは，冷戦時代から，もしく

はそれ以前から兵器の発展の歴史でもあったりするわけです。 

 

したがって，科学技術は正しく使わなければ，平和を脅かすものになるわけですが，正し

く使えば，逆に，さまざまな形で平和に役立つと。それで SDGsの解決に役立つというこ

とです。私たちは，科学技術の発展とどのように正しく向かい合うべきかということを，

このテーマでは考えたい。前半では，平和を目指すとり組みでもある外交と，科学技術を

結びつけるとり組み，すなわち科学技術外交について議論したあと，それから，後半はも

う少し緊張場面に入ってきて，平和と科学の緊張関係であるデュアルユース問題について



 

 

やります。デュアルユースが民生利用と軍事利用の両用技術をどう考えるかという問題で

す。最後にテクノロジーの平和へのポジティブな直接貢献であるピーステック，ピーステ

クノロジーという新しい分野についてお話しできたらと思います。 

 

本日いらっしゃるのが，私の隣にいらっしゃる方から順番にご紹介申しあげますと，外務

省国際科学協力室長の大髙準一郎様です。 

 

○大髙 準一郎（外務省 国際科学協力室 国際科学協力室長） 

大髙です。よろしくお願いします。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

政策シンクタンク PHP総研首席研究員の金子将史さん。 

 

○金子 将史（政策シンクタンク PHP総研 首席研究員） 

よろしくお願いします。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

それから，NPO法人 Edo Tec Global代表理事で多摩大学大学院の特任教授でもいらっし

ゃる金野索一さん。 

 

○金野 索一（NPO法人 Edo Tec Global 代表理事 多摩大学大学院 特任教授） 

よろしくお願いします。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

それから最後のパネリストは，科学ライターの長倉克枝さんです。 

 

○長倉 克枝（科学ライタ―） 

よろしくお願いいたします。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

また，それぞれ簡単な自己紹介というか，活動紹介もいただけると思いますが，これから

セッションに移っていきたいと思います。まず，スライドは準備できますか。科学技術外

交についてご専門の金子先生のスライドが出せますか。今，大髙さんのスライドが出てい

ましたけど。それを準備しているあいだに，英語のハッシュタグも欲しいという声があっ

たので，あちらに#Hiroshima-peace で英語のハッシュタグはお願いいたします。金子先

生のスライドが出ましたね。この科学技術外交についてご専門でいらっしゃる金子先生に，



 

 

科学技術が平和の外交にどのように組み込まれているか，お話しいただきたいと思います。 

○金子 将史（政策シンクタンク PHP総研 首席研究員） 

こんにちは。PHP総研の金子でございます。私は外交安全保障全般について研究提言をし

ていますが，そういう立場から見まして，この科学技術と平和の問題，あるいは開発の問

題，あるいは人間の安全保障ですね。そういうものが，非常に強く，ますます結びついて

きているということを強く感じております。ごめんなさい，その前に私は広島出身でござ

いまして，このような場にお招きいただいて大変ありがたく思っております。 

 

それはともかくといたしまして，ダボス会議を主催しております世界経済フォーラムがあ

りますけれども，ここが毎年グローバルリスクレポートというのを出しています。これを

ご覧いただくと，人類が直面しているリスクというのは，大体，科学技術と密接に結びつ

いているなと。しかも，科学技術がリスクを促進する要因でもあり，かつ，抑制する要因

だと，まさに両義性も持っているということが大事だと思っております。 

 

例えば，地球温暖化にしても，科学技術がつくりだした現代社会が温暖化を促進するとい

う面もあれば，それを解決するということになると，やっぱり，科学技術の力を借りなけ

ればいけません。あるいは，サイバー空間とかにしても，科学技術のおかげでできている

んだけれども，他方でサイバー攻撃のような問題もできているということでありまして，

非常に，そういう両義性があるということであります。 

 

いわゆる伝統的な意味での国家と国家のあいだの平和ということを考えても，まさに軍事

力というのは科学技術を結集したものであって，それで対峙するということでありますし，

他方で感染症でありますとか，環境でありますとか，そういうもので協力していこうとい

うことになると，やっぱり，科学技術を通じた協力というのが必要だねということであり

まして，そういう意味でも両面性があると。 

 

今日，AI とかロボティクスとか自動化とかビックデータとか，そういうものが出てきて，

大きく社会が変化するのではないか，第４次産業革命みたいなことをいわれているわけで

す。同じ技術が国防のイノベーション，あるいは兵器体系のイノベーションというものに

も扱われるようになりまして，アメリカなんかで Third Offset Strategyとかいっているわ

けですけれども，こういう技術をとり込んで優位性というものを改めて作っていこうと，

そういう議論がなされている。 

 

車の自動走行でも，自動走行車が事故を起こしたら，誰が責任をとるんですかという議論

になっています。同じように AI が判断してロボットが敵を殺害する，これは許されるの

ですか，こういうことが非常に大きな議論になっている。あるいは，こういうエマージン



 

 

グテクノロジーというのは，基本的に民間がすごく技術を持っています。ですから，そう

いうものを，どんどん，アメリカなんかはとり込もうとしているわけだけれども，そうい

うことというのは，どうなんだろうかということで，あとでお話が出る，デュアルユース

の問題なんかも，ますます大事になってきているということでありまして，平和の問題，

あるいは SDGsが直接ターゲットにしている開発の問題，人間の安全保障というのを考え

る場合，これは科学技術という切り口が避けられなくなっているということを感じており

ます。 

 

次にいっていただきまして，そういうなかで，今日ご紹介したいのは，科学技術を外交に

生かす，科学技術外交というのが，最近，活発に展開されるようになっておりまして，も

ともと外交というのは，隣の大髙さんもそうでしょうけど，文系の世界ですね，基本的に

は。けれども，これだけ科学技術が現代社会というものに影響を与えているということに

なると，やっぱり，外交に科学技術の知見というものをとり込んでいかなきゃいけないな

と。 

 

例えば，AI が巻き起こす，問題を起こすというような社会変化というのが，外交的には，

どういうインプリケーションがあるのかということを考えて，早めにアジェンダにしてい

くとか，あるいは，資源の問題，食糧が足りないとかいう問題にしても，科学技術のサポ

ートがなければ，なかなか解決できない。だから，援助の段階にしても，そういうことを

組み込んでいかないといけない。 

 

あるいは，途上国が自立的に発展していくためには，やっぱり途上国自身の科学技術の力，

あるいは人材も含めて強くしていかないといけないということで，そういう意味での国際

協力，援助をしていかないといけない。あるいは，環境問題とか防災にしても，何が起こ

っているのかということをいかに共有するかということが，国際協力とか援助の場面でも

大事になってくる。 

 

あるいは，科学者というのは，非常に各国で影響力がありますので，例えば，対立した国

同士で政府と政府がダイアログできません，コンタクトができませんという場合にも科学

者同士の交流を維持することで，なんとか，チャンネルを維持すると。実際，アメリカの

科学者の NGO が北朝鮮のカウンターパートとダイアログ，そういうことも実際に行われ

ている。 

 

また，いろんな国際ルールをつくるとき，やっぱり，なかなか，国家間の利害があります

ので一致できないと。そういう場合に，みんなが納得できるような科学的なエビデンスを

というものを出していかないと，なかなかルールをつくれないということでも，やっぱり



 

 

科学技術が大事だねということになっているわけです。 

 

ですから，いろいろな国が科学技術外交というのをやるようになっていまして，わが国も，

２年前に，まさに広島のご出身の岸田大臣が，岸輝雄先生という東大の第一人者を初めて

の外務大臣科学技術顧問に任命したと。それから自然科学のさまざまな分野の先生方と私

みたいな外交の専門家が一緒に集まって，外交にどういうふうに科学技術を生かせるのか

ということを議論する推進会議というものができて，このあいだ，まさに SDGsに関する

提言というものも出したということであります。 

 

その事務局をやっているのが，隣の大髙さんですけれども。こういうふうに科学技術が，

最初に申しあげたように，ものすごく両面性がある。そういうなかで，科学技術の肯定的

な力というのを生かしていくということを，この科学技術外交というものを通じてやって

いけたらいいなというふうに考えているということであります。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

ありがとうございます。ここで，先生がおっしゃったのは，科学が外交チャンネルの１つ

になるということが，すごく大きかったのではないかなと思いました。昔からスポーツ外

交だとか文化外交だとか，要するに，正面切っての外交ルートから行けないときに，そう

いう国境を越える，人類共通の文化だとかスポーツだとか，これまであったわけですけど，

科学というものに光が当たってきているという感じではないかと思います。 

 

今，初めて，日本で岸先生のような方々が任命されるという話もありましたけど，どうで

すか，日本が，今後こういった分野の人材を育てていくためにどういうことができるかと

か，あるいは，科学技術外交が先行しているアメリカとかは，どういうふうに日本と違う

のか，ちょっと，ひと言教えていただいていいですか。 

 

○金子 将史（政策シンクタンク PHP総研 首席研究員） 

アメリカは非常に面白い試みをしていまして，ポスドクみたいな人を国防省に入れるわけ

ですね。インターンをさせるわけです，何年か。フェローシップみたいな形で。それで，

外交も科学技術もわかるという人を育てている。あるいは，アメリカの場合はアカデミー

がものすごく強いんですね。そこが，外交だけじゃないですけど，科学技術的な観点から

社会の森羅万象についての研究をして，実際，活動もしているし，そういう場があるとい

うことで，日本もなんらかのかたちで，そういう人が育っていくような枠組をつくってい

かないといけないかなと私は思います。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 



 

 

やっぱり，お話を伺っていて，アメリカのアカデミアは強いといいますけど，アカデミア

は，学者さんの頭がいいということだけではなくて，いろいろ実務をやる学者さんがいっ

ぱいいるということですよね，事務局だとか。そうすると，この分野に限らず，日本のア

カデミアは，どっちかというと，象牙の塔になりがちというか，研究だけやっていればい

いということで，起業家になる人も少ないし，アカデミアから政治に行く人もいないし，

市民活動とアカデミアを両立させる人も少ないというところだと思うのですけれど，どう

ですか，アカデミアの活性化というのは，やっぱり日本でも必要になってくるんですか，

何が日本のアカデミアと違うのでしょうか。 

 

○金子 将史（政策シンクタンク PHP総研 首席研究員） 

やっぱり，学会ということでもあるんですけど，アカデミーなんですね。だから，組織と

してのアカデミー，お金をけっこう持っていて，人もしっかりかかえてやっているという

こともありますし，それこそ，ジェリー・ホワイトさんみたいに，NGO みたいなところ

に，そういう人材がけっこういて，そういう活動をするということもあるし，そういう場

所があるというか，組織があるということは大きいかもしれないですね。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

ありがとうございます。日本も，こんな場も含めて，これからアカデミー，学者さんと

NGO，民間企業，そういった壁というのを，これから一つ一つとり除いていく場になって

いけたらと思います。すみません，時間も押していますので，もう，ひと方，科学技術外

交がご専門の，外務省の科学協力室長の大髙様から外交実務者から見た科学技術外交の実

態についてお話しいただければと思います。 

 

○大髙 準一郎（外務省 国際科学協力室 国際科学協力室長） 

大髙です。どうぞよろしくお願いいたします。私は外務省のなかで，科学技術を外交に生

かすという部署におりまして，行政官の立場からお話をするということで，岸先生，先ほ

どお話の出ました，科学技術外務大臣顧問の岸顧問の事務局でもある，そんな立場で仕事

をしております。 

 

金子先生のお話と被らないようにお話をしなければいけないなということですけれども，

初めに種明かしをしますと，藤井さんは私の大学の同級生で，今，向こうで写真を撮って

いる外務省の石垣課長もそうですが，３人で同じ英語の授業をとっていて，私は彼の作っ

た英語のプリントで勉強していたということで，断れずにここに来たというところです。

そのあとも，彼は，ちょっと私は意外だったんですけれども，科学技術庁に入って，文部

科学省ですね。それで，まさに科学技術の外交面も含めて，科学技術庁の立場から進めて

いて，当時彼は，昔から勉強会を開催したり，私も顔を出させてもらって，今回もそうい



 

 

うことで声を出してみたら，こんなダボス会議みたいな，すごい雰囲気で，時代は変わっ

てすごいことになったなという感じをしております。 

 

そういうなかで，先ほど話の出た科学技術外交ですけれども，科学技術と外交の接点とい

うのは，実は，これは金子先生ご自身も書物のなかに指摘していらっしゃいますけど，実

は急に新しく出てきたものではなくて，これは昔から，科学技術というのは，その，もの

の性質上，国際的な性格を持っていますので，そうした関わりというのは昔から存在をし

ていたということでございます。 

 

それで，ここに出しているスライドは，非常に典型的なかたちでの，弊省での，科学技術

の外交との関わりに関するとり組みを書いておりますけれども，例えば，国際的な枠組に

基づく協力，ITER（イーター）と呼ばれる熱核融合実験炉，簡単にいいますと太陽が熱

を，エネルギーを地球にもたらすメカニズムを地上において核融合を実践することによっ

てエネルギーを生み出す，例えば将来的には発電の実用化に向けてやっていけないかとい

うことで各国が協力してプロジェクトをやっています。あとは二国間の合同委員会といい

まして，日本は約 50 カ国と二国間科学技術協力協定を運用しておりまして，そこで各省

庁の関係者を集めて，相手側とこれまでの科学技術関係の協力を確認して，また，どのよ

うに協力を発展させられるかということを討議するといったようなこともやっております。 

 

では，このようなことを以前からやっているのであるとすると，何が新しいのかというこ

とでいきますと，１つの具体的な動きとしては先ほどの科学技術顧問が一昨年から活動を

行っているということで，ここについては，後ほど申しあげたいと思いますけれども，ま

ず，その前提となる背景となることとしまして，1999年となると，もう 15年以上前にな

るので，そう最近ではないかもしれませんけれども，１つの動きとして，科学と社会の関

係ということを明示的に議論される機会が増えてきたということがあるのではないかなと

私は考えております。 

 

1999年にブダペストにおいて，世界科学者を集めた，UNESCO（国連教育科学文化機関）

等が主催した会議がございまして，そちらのほうでブダペスト宣言というのが出されまし

た。このブダペスト宣言のなかでは４つの柱が記述されているんですけど，実は，その柱

の１つが，まさに今回のテーマと重なる，平和のための科学という題材になっております。

その下で大きく整理しますと，科学というものに本質的に批判的な，あるいは自由な思考

というものが，個別のテーマをめぐる議論のなかで行われてきているので，そういうこと

を大切にすべきだと，それは，なかんずく，民主主義の条件でもあると，そういったこと

の指摘，これが１つ。それから科学者のコミュニティーに対しての，これはメッセージで

もありますけれども人類の知的，あるいは精神的な連帯ということを進めていく，こうい



 

 

ったことの重要性。あとは，３つ目としまして，戦争の根本的な原因に対処していくこと

に，自然科学，あるいは社会科学，こういったことを活用していかなければいけない，そ

ういったことが書かれているわけです。 

 

今，申しあげたことの，さらに前提となる大きなメッセージとして，科学は科学のための

科学であってはならず，社会のなかで，その社会にどういった影響を与えていくのか，先

ほどの金子先生の冒頭のところと符号すると思うんですけれども，そういったことを考え

ていかなければいけない，ということが大きなトレンドとしてあると，私は考えておりま

す。 

 

そうしたことを踏まえて，この科学技術外交という言葉がまず生まれ，そして，科学技術

外交に関する有識者の懇談会（科学技術外交のあり方に関する有識者懇談会）において，

白石隆先生や金子先生ほか，先生方が科学技術顧問の設置を提唱していただいて，それを

受けて活動として３つの柱，すなわち，例えば，先ほどの助言，提言，SDGsを含む提言，

それからネットワークですね。アメリカ，イギリス等の各国顧問との協力関係。それから，

発信活動，こういった３つの柱で実施をしてきております。 

 

そして弊省としても，そういった助言，提言を受けて，例えば TICAD であれば，その提

言の内容を受けて，提言の要素，すなわち，例えば，人材育成に関すること，アフリカの

頭脳還流の重要性であるとか，あるいは，社会のあまねく層に科学技術の恩恵が裨益（ひ

えき）するように，するべきといった内容が盛り込まれて，ナイロビ宣言，あとはわが国

の支援策といったところに反映させていくということであると。 

 

あとは SDGsに関しては，４つのアクションということで，例えば，先ほどのデータを活

用していく重要性，あとは Society5.0という，日本政府全体として，未来社会を各国と話

し合いながら，それを SDGsの達成に役立てていくとか，あるいは，人材育成を進めてい

くということであると思うんですね。あと，産官学の連携の重要性と，こういったことを

指摘しております。SDGs はただでさえ 17 の項目で長いので，その４つのアクションと

いうとどうでしょうね，マイクを持ちながらなのでやりにくいですけど， 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

ちょっと巻きでお願いします。 

 

○大髙 準一郎（外務省 国際科学協力室 国際科学協力室長）  

すみません，まず，Society5.0 で変える，変わる。それから，データをつなげる，そして

人々を結びつける，つなげる，最後に育てるということで，あるタレントの，これに似て



 

 

いるんじゃないかということで，それで，なおかつ，プライベート・パブリック・パート

ナーシップであるということで，ニューヨークでピコ太郎さんが出ていかれたというのは，

ご存じの方もいらっしゃるかもしれませんけども，世の中は何がつながっているのかわか

らないということですけれども，そういった弊省の活動にも科学技術のいろいろな，具体

的な活用ということを進めているというご紹介でございます。ちょっと巻き気味にという

ことでございますので，続きは，また議論のなかでということでありがとうございます。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役）  

はい，よろしくお願いします。ありがとうございました。それで，ちょっとごめんなさい，

時間もなくなってきているので，そういった意味で科学技術がいろいろ，国際平和に役立

つというところというのは非常に重要で，その具体例みたいなものも，後でちょっとお話

しいただければと思うんですけど，今日の一番難しい問題，デュアルユースに話題を転じ

たいと思います。先ほど申しあげましたとおり，デュアルユースというのは，民生と軍事

の両用の技術の件ですが，ここで科学ライターとして，デュアルユースや，あとは人工知

能の問題，先ほど AI なんかが出ましたけど，深くリサーチされている長倉様からお話し

いただけたらと思います。ぜひ，よろしくお願いします。 

 

○長倉 克枝（科学ライター） 

お願いします。誰やねんっていうことですけど，10年ぐらい記者をやっているんですけど，

科学技術関係をやっていて，そこから，なぜか巻き込まれて人工知能学会（人工知能学会

倫理委員会）の倫理委員会もやっているんですけど，倫理委員会といいつつ，倫理はやっ

ていなくて，先ほど，大髙さんがおっしゃっていたみたいに社会のための科学みたいな，

社会と対話していくためにはどうしていったらいいのかということを，先ほど，藤井さん

からアカデミアは閉じこもっているみたいな話もありましたけど，そうじゃなくて外に出

ていくためにどうしたらいいのかということを，みんなで考えて活動していくという委員

です。 

 

記者としては軍事研究みたいなものをここ４～５年取材していて，DARPA（アメリカ国

防高等研究計画局）の DRC の取材にいったことがきっかけだったんですけれど，それ以

降，先ほどもあった，防衛装備庁のファンディングの話が出てきて，けっこう，いろいろ

と見ているというのです。ただ，一方で，それを取材していくと，ほとんど取材に応じて

くれる方は活動家の方です。イデオロギーを持っている方たち，自己主張みたいなものが

ある方たちは取材に対応してくださるんですけれど，一方で，実際にやっている研究者，

工学者の方たちは，なかなか取材に対応してくださらないと。 

 

それで，これはどういうことだろうなと思って，右の写真みたいな勉強会をやっています。



 

 

倫理委員会とか，工学系の友だちとかのネットワークでいろいろ友だちを集めて，大髙さ

んの部署の方にも，こうして１回来ていただいたんですけれども，軍事ではないですけれ

ど，どういうふうに安全保障を考えていったらいいのかなということをやっています。ス

ライドを次にお願いいたします。デュアルユース，藤井さんからもおっしゃられたのです

が，民生にも軍事にも使える技術です。 

 

軍事技術は，もともとスピンオフといって，インターネットにしろ，GPSにしろ，VRに

しろ，軍事から民生へという流れがアメリカを中心に多かったんですけれども，ここ最近，

よくいわれているのが，民生から軍事へのスピンオンのほうです。軍事から民生のスピン

オフのほうは，インターネットがけっこう，メタな，大きめな技術が多いんですけれども，

民生から軍事のほうというのは，四駆とかタフブックとかプロダクトレベルのものが当然

ながら多いです。とはいっても，すべての技術は，デュアルユースなんですね。そもそも

戦争がテクノロジーを発展させてきたという経緯があります。 

 

では，なぜ今デュアルユースが注目されているのかというと，先ほど申しあげたスピンオ

ンがすごく最近増えてきたからというものです。あと，もう一つ，日本においては公的研

究費，大学，アカデミアの研究費は，ほとんど税金でやっているわけですけれども，その

科学技術予算が頭打ちでこれ以上伸びないと。そうなったときに，デュアルユース政策と

して防衛予算から科学技術予算のほうに転じられないかという流れが出てきたのが１つで

す。あと，今の政権はイノベーション政策というのをすごくやっているんですけれど，も

ともとデュアルユースというのは，アメリカも DARPA もそうですが，イノベーション推

進とすごく相性がいいと。そこでイノベーション推進への期待も含めて注目されているの

が現状だと思います。 

 

次，お願いします。先ほど，ちょっと申しあげた，防衛装備庁の安全保障技術研究推進制

度というのは 2015 年度から始まったんですけれど，もともと国の研究費というのは，文

科省，経産省，厚労省など，防衛省以外が全部出していました。戦後初めて，防衛関連の

部署が，防衛関連予算として，大学とかに研究費をファンディングするということでとて

も話題になりました。この予算額が初年度は３億円だったのが，次年度に６億円，今年度

は 110億円と，すごくうなぎ上りに伸びています。 

 

とはいえ，cfで書いておいたんですけど，全体から見たら少ないです。大学へのファンデ

ィングがないとはいっても，防衛省の科学技術関連予算というのは，毎年，一応計上され

ていて，1,100 億円とか 1,500 億円とか，それなりに大きい額です。文科省の科研費とい

うのが大学の研究費のメインですけど，それが 2,000億円だったかな，なので，そこそこ，

大きい額です。この話が出てきたときに，防衛省の予算で研究するのって軍事研究なので



 

 

はという話が出てきました。これを言っているのは，基本的に文系の人とか当事者外です。

それで，日本学術会議という，先ほど，金子先生がおっしゃられていたと思うんですけど，

学者の団体があって，そこで去年の４月から議論が始まりました。 

 

今年の３月に，これまで学術会議は，1950年と 1967年に軍事研究を禁止しますという声

明を出しているんですけれど，これまでの声明を継承しますという発表をしました。明確

に軍事研究禁止とはいってはいないんですけど，若干，安全保障技術推進制度に対して否

定的な見方をしているので，それを受けて大学が，軍事研究をうちも禁止しますとか，安

全保障技術研究推進制度に応募するのは認めませんといっている大学が相次ぎました。こ

れが，今年の４月から最近まで起こったことです。その結果，どこの大学ももう議論がで

きないような状況になっているというふうに，特に工学系の先生方はおっしゃいます。 

 

次のスライドをお願いします。これは，先日，今年度の公募の採択が発表されたんですけ

れど，大規模だと，５年で 20 億って，これは研究費の規模でいうと，めちゃくちゃでか

いんですね，大学から見ると。一応，大学も応募はしていたんですけれど，基本的に全部

受けているのは，企業と国研ですね。JAXA（宇宙航空研究開発機構）とかNIMS (国立研

究開発法人物質・材料研究機構)とか三菱重工とかです。大学も分担には入っていますが，

明確に名前が出るようなことはない感じで，たぶん，配慮されているんだと思います。 

 

これはホームページで普通に見られますけど，次，お願いします。技術が成熟していく段

階として，技術成熟度という指標があります。もともと NASA（航空宇宙局）が定義した

ものですけれど，DARPA とか，アメリカの研究機関はよく使う指標です。向かって左側

の１のほうが技術の成熟度が未熟な段階で，９のほうが成熟した段階に一番近いとされて

います。このうちの基礎研究と呼ばれるところ，ここのところが防衛装備庁の予算の対象

ですよという話をしています。 

 

ここの１，２のところというのは，これは装備庁の資料ですけれど，装備庁にしろ，JAXA

にしろ，文科省系の機関，経産省系の機関，みんな，そこらへんに当てはまっているんで

すね。そうすると，基礎研究というのは共通なので，先ほどのデュアルユースじゃないで

すけれど，技術としては共通ですよと。実用化レベルで分かれてくるんですよというよう

な説明です。 

 

ちなみに，これは DARPA も同じ TRL（技術成熟度レベル）を使っていて，基本的に全部

基礎研究の段階のところを使っています。次のスライドをお願いします。最近 AI という

のが問題になるんですけれど，あくまでも TRLというのは，NASAが定義したものです。

これは，何を意味しているかというと，NASAが作っているものというのは，ソフトとハ



 

 

ードの大型システム開発ですね。その場合は１～９までという，TRLの技術の成熟の段階

というのが意味を成すんですけれど，AI のような，いわゆる ICT ですね。ソフトとかア

ルゴリズムとかプログラムによるものというのは，１が次の日には９になっていたりする

ものです。基礎から実装までの期間がとても短いので TRL に当てはまらないのが１つあ

ります。 

 

もう一つ，大髙さんの部署で，特に最近とり組まれているかと思うんですが，国連の特定

通常兵器使用禁止制限条約というので，今年の 11 月に政府専門家会合が設置されている

と。致死性自律型兵器システム，LAWS（ローズ）と呼ぶらしいのですが，これをどうし

ますかという話をします。LAWSはまだ存在しないけれども，ただ，核のような大量破壊

兵器となるのではないかというふうに懸念されているようなものです。LAWSとか，AWS，

これは致死性のつかない自律型兵器システムについて禁止しましょうという議論は海外で

はけっこう進んでいて，イーロン・マスクが設立して支援している FLI（Future of Life 

Institute）という団体とかは，こういう AWS みたいなものを使わないようにしましょう

という声明を出しています。ただ，日本では，ほとんど，ここの議論が進んでいないのが

現状です。 

 

私たち，人工知能学会の倫理委員会でも，けっこう，この議論はしていて，今年の全国大

会が６月にあったんですけれど，そこで，先ほどの FLIの方や海外での通信規格とかを決

めている学者の団体があるんですけど，そこと一緒に，ここの議論をしていきましょうと

いう話をしています。ただ，LAWS とか AWS というのは，わりと兵器として目に見えて

いるもの，プレデターみたいなものとかドローンみたいなものとか，モルモット兵器とい

われるものを想像することが多いですけれども，ただ，現実問題，そっちよりも問題なの

は，今，特にロシアとかでいわれているハイブリッド戦争とか新しい戦争みたいな，情報

的な，サイバー戦争的なものに活用できる，というか，むしろ，皆がしているというとこ

ろが問題じゃないのかなと，ちょっと思っているのですが，そのあたりは，金野さんを含

めて伺いたいです。 

 

それで思ったのが，とにかく今，日本のアカデミアに関してはデュアルユースというのは，

思考停止しちゃっているんですね。とにかく考えないようになっていると。そこが問題な

のかなと思っていて，アカデミアの，特に当事者の人たち，工学系の研究者の方たちは，

たたかれたり，炎上したりするから，余計なことは言わない，しない，考えないというよ

うな態度で，AI学会のところでも議論はしているけど，こういう話を外のみんなにしたい

よねという話をすると，やっぱり，うちの松尾（松尾豊）委員長なんかには，ドラクエの

AIモードでいうと，がんがん行こうぜじゃなくて，死なないようにみたいな，取りあえず

慎重路線でみたいなことを言われるので，すみません，あまり，ここで私が言っているこ



 

 

とは内緒にしてください。 

 

あと，軍事研究反対という人たちのなかには，去年の学術会議の安全の議論のなかで，委

員会で，私は傍聴にいっていたんですけれど，話を伺って，反対という人たちは座して死

ぬべきというような話をしているわけです。軍事研究はしない，じゃあ，日本がなにかを

されたら，戦争状態になったら，おとなしく座って死のうみたいな，そういう話に結局は

なっていると。それはそれで１つの考え方ですけれど，それは，なにも考えていないに等

しいと。 

 

先ほどの学術会議の声明を出した座長の先生が，工学系の研究者に考えてほしいために，

自分たちはこういう声明を出したというふうにおっしゃっていたんですけれど，先ほど冒

頭でご紹介したように，実際起きていることは大学の研究者を含めて，取りあえず話題に

しないということになっております。これは，本当に平和に向けたテクノロジーの健全な

研究開発の推進に役立っているのかなと思っていたのですけど，さっき，お昼を食べたあ

とに，それを話したあとに考えていて，こういう問題セットをやめたほうがいいのかなと

思いました。デュアルユースとか，安全保障技術研究をどうにかするという問題設定では

なくて，金野さんのさっきのお話がすごく面白かったんです。そもそも，平和のためにど

うしていくとかという問いを変えたほうがいいんじゃないのかなと思って，すみません，

ひっくり返して。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

いえいえ，ありがとうございました。パネリストに議論の流れをひっくり返されてしまっ

たんですけど，でも，ここまで，こういう話を広島の平和会議でするかというのが，１つ，

今回のチャレンジじゃないかなと思っていて，去年は，やっぱり，LAWSとかの話も出た

のだけど，どっちかというと，ロボット兵器を禁止しようという，国際 NGO が，あるい

は武器条約禁止条約をやっている NGO が出てきて，みんなで市民の力を結集して，こう

いう条約をつくっていこうという話をしたわけです。 

 

それはそれでいいのだけど，でも，やっぱり，今年のこの会議では，若干，もう少しリア

ルなタブーに挑戦みたいなとことをやってみたいと思っていて，だから，メディアだとか

科学技術だとか金融だとか，相反性ですよね。一筋縄ではいかない問題というのを今回積

極的にとりあげようとしているわけだと思います。今，長倉さんがおっしゃった，アカデ

ミアの思考停止というのは，さっきも金子さんの話にも通じるのかもしれないけど，だか

ら，本当に日本はアカデミアが象牙の塔で，そういう研究だけやっていればよくて，あま

り政治に関わりたくなくてというのを変えていかなくちゃいけないのかなと思いました。 

 



 

 

装備庁の安全保障研究推進制度に関していうと，私も，誰にとっても建設的な議論になっ

ていないと，ちょっと思っている部分があって，１つ，さっきの打ち合わせでも出てきた

けど，どなたかにお答えいただければと思うのが，もともと，日本はイノベーションのた

めの，アメリカのインターネットを生んだDARPAみたいな基礎研究予算が潤沢にないと。

国がそこをちゃんとファンディングしてくれない，科研費も少ない，競争的資金も少ない。

だから，軍事予算だったらいっぱい出るから，防衛省からの予算だったら，いっぱいとれ

るからとってきますと。 

 

ただ，それは，本当は何がやりたいかというと，イノベーションのための基礎研究である

と。ただ，出どころが防衛省なものだから，アカデミアから見ると，これは軍事研究だと

いう話になっていると。ところが防衛省からしたら，いや，これは基礎研究だから軍事研

究ではないのですという答えになる。議論が堂々巡りをしているような気がしているんで

すけど，そこを最初から，基礎研究をイノベーションのための，第４次産業革命のための

基礎研究をやりたいのだったら，なぜ防衛省ではなくて，文部科学省とかから，最初から

お金を出せるようになっていないのですかというのを，金子さんか大髙さんに聞いていい

ですか。 

 

○金子 将史（政策シンクタンク PHP総研 首席研究員） 

ある意味，安全保障というか，国防イノベーションは必要ないのですかということです，

結局。産業イノベーションは必要だというのは，みんな思っているわけだし，それについ

て貢献しようということに反対する人は，あまりいないけれども，では，日本の場合は，

国防イノベーションは必要ないのですか，やっぱり，いるのではないですかというのが防

衛省の立場なわけです。そこをはっきりさせないで，ニュートラルなイノベーションの話

にしてしまって，これだったら乗ってくださいという話にしちゃうから，結局，また突っ

込まれるみたいなことになっているわけなので。そこはどうですかという議論を，やっぱ

り，正面切ってやらなければいけないのだと思いますけどね。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

本当に，国防イノベーションは必要ないのですかという，本当のタブーに，出てきたと思

うんですけど，どうですか，あとの３人の方で，これについて，ひと言。それは平和のた

めになるんですかというのが，次の質問。 

 

○長倉 克枝（科学ライター） 

この話をしていたときに，結局，これは憲法の９条問題に戻ってしまうんだよねというこ

とを研究者の方たちは，おっしゃるんですよね。自分もメディアの立場で言うのもあれな

んですけれど，研究者の方たちが国防，防衛イノベーションみたいなものを認めてしまう



 

 

と，それはメディアでたたかれると。それは社会的批判にさらされるという話で，結局進

まない。まだ議論がないことが一番の問題だと思うんです。どうしていったらいいのでし

ょう。 

 

○金子 将史（政策シンクタンク PHP総研 首席研究員） 

なんていうんですかね。結局，学術会議なんかも自衛のための，そういう研究はいいので

すか，悪いのですかという問題を避けて，結局，軍事的な予算を使ってしまうと，公開性

が担保されないということに最後なってしまうわけです。そこの議論で，結局，学術会議

もやらなかったわけですね。だから，なかなか難しい問題ではあるのだけれども，私が言

いたいのは，日本がやりませんと，結局，でも，そういうものは必要だからといったら，

アメリカがやって，アメリカはアカデミアも巻き込んで，そういう研究をして，それを買

ってくるという，それはいいのかという話になるわけです。それはよくて日本のアカデミ

アがやるのだけはいけないというのは，ちょっと議論としてどうですかねという感じはし

ますけどね。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

そうですね。だから，みんな，本当に議論しなくてはいけないところを，避けて，避けて

議論をしていて，そこをまさに，今日，明るみに出せたという，ジェリーさんからの冒頭

の話でリアリティーというか，現実を直面せよというのがあったと思いますけど，みんな，

本当の問題を避けて議論しているから，たぶん，本当のリアリティーと本当のピースビル

ディングができていないのではないかという気がします。本件は外務省の方に聞いていい

のか，わからないですけど，大髙さん，さっきも具体的な話もしたいとおっしゃったので，

それも含めて，本件について，ひと言あれば，お願いします。 

 

○大髙 準一郎（外務省 国際科学協力室 国際科学協力室長） 

私が具体的に話をしようと思ったのは，実は，藤井さんも関わっていた，SATREPS（地

球規模課題対応国際科学技術協力プログラム）という途上国との研究開発に関するもので，

どちらかというと，最後のところでとりあげるのがいいかなと。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

じゃあ，あとで話しますか。それは，あとでじゃあ。 

 

○大髙 準一郎（外務省 国際科学協力室 国際科学協力室長） 

はい。今の話に関していうと，お二方の言われたことに私も同感といいますか，研究開発

費が十分とれないから，防衛省からとってこようかという話ではなくて，やはり，それぞ

れのところでニーズがあって予算をとってきているわけですし，日本政府のこれまでの国



 

 

会などで言ってきていることとしては，やはり，安全保障上も重要な先端技術というのが

出てきており，政府としても必要なところを押さえていくというとり組みを進めていくと

いうことではあるので，そこについて重要であるということは，すでに政府としては言っ

ている状況で，ただ，世論として，例えば，防衛省から出てきているから，これは出どこ

ろが，なんとなく心情的にいいとは思わないということを考えるかどうかというのは，ま

た，それは，政府というよりは全体のいろいろな方々の議論の話なのだろうと思います。 

 

よく，こういう話で出てくるのはオープンサイエンスという考え方で，結果をちゃんと公

開するということが大事だろうということで，防衛省などの研究でも，そこのところが，

結構，強調されていたかと思うんですけど，結果，そこを確保，そういうかたちでやれば

何をやっているかというのは透明だから，そこはコソコソやっているのではありませんと

いうことが，１つの説明としてあるわけですけれども，そこをどう捉えるかという問題も

あるんだと思います。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

ありがとうございます。うまくディプロマティックにまとめていただいてありがとうござ

いました，というのは冗談で，最後のオープンサイエンスの話というのは，やっぱり，市

民が科学技術に関わっていくという話とも関わるわけですけど，そこでせっかく市民との，

社会との関わり合いという話が出たので，金野さんのほうからピーステックについて，次，

お話しいただきたいと思います。 

 

○金野 索一（NPO法人 Edo Tec Global 代表理事 多摩大学大学院 特任教授） 

はい。NPO法人エドテックグローバルという組織で，EDO TEC Global School という学

校を，アフリカのルワンダとシリア難民向けにヨルダン，それと，今年 10 月からサラエ

ボ，ボスニアヘルツェゴビナ，この３つで，基本的にはコンピューターサイエンスとか IT

の理科系の大学生向けに，教師は全員日本人ですけど，人工知能，AIとかブロックチェー

ン技術とか，AR，VR とか，そういう最先端の IT 系のテクノロジーを教える学校を，今

やっています。 

 

何のためにやっているのということですけど，一番上に書いてありますが，要は今日のホ

ワイトさんの話ではないですけれども，いわゆる，最近，戦争とか，まさにジェノサイド，

あるいは，いろいろな飢餓とか含めてそういう原体験がある若者を，世界平和を実現する

リーダーに育てようという，そのための学校なのです。もちろん，ここは，今日は広島な

のであれですけれど，そもそも，世界中，どこに行っても，戦争は増やしたほうがいいよ

という人はなかなかいないですし，食べ物がなくて餓死する人をもっと増やしたらいい，

そんなことを言う人は，普通いないわけです。 



 

 

 

そういう意味では，戦争をなくすとか飢餓をなくすということについては，世界中が一致

しているわけです。その方向で行きましょうというのは一致している。しかし，それが実

現された試しは人類の歴史で一度もない。ということは，どういうことから来るのか，１

つ，その原因は，やっぱり，われわれのような先進国の人間が世界を動かしているから，

いわば，気持ちとしては，ここにいらっしゃる方は特にそうだと思うんですけど，絶対に

戦争，貧困をなくしていこう，でも，それを，命をかけて，人生をかけて実現していこう

という，そういう境遇にはないですよね。そういうところに直面しているわけではないの

で。 

 

そういう意味で，人生をかけたり，本当に命をかけて実現する，その必然性がある人とい

うのは，そういう目に遭った人だと。そういう原体験を持っている人だと。そういう意味

で，この写真にもありますけど，右側はルワンダのルワンダ国立大学を中心とした大学生

に対して教えています。左側は，シリア難民の方々です。つい数カ月前まではアレッポ大

学のコンピューターサイエンスで学んでいました。 

 

アレッポ大学というと，シリアの東大，京大みたいな大学ですけど，そこの，いわゆる理

系エリートです。でも，それが，空襲が激しくなって，ヨルダンに命からがら逃げてきま

したと。そういう人に対して，この場所はプリンセスソメヤ大学オブテクノロジー，PSUT

というヨルダンの王室系がやっている，ヨルダンでは理科系で一番，最高峰の大学の教室

のインフラを無料で貸してもらって，そこでシリア難民の元理系大学生を招き入れて，ブ

ロックチェーンとか AIというのを教えさせていただいていると。 

 

次のページに行ってほしいのですが，そこで何を教えているかというと，NVIDIA（エヌ

ビディア）って有名なアメリカの GPU，AI の時代に一番トヨタにも GPU を提供してい

る NVIDIA も組んで，一番上にあるブロックチェーンとか AI，ロボティクス，こういっ

たことを日本人の専門家がオンライン，ないし，そこに行ってフェースツーフェースで教

える。重要なのは，今日もずっと話が出ていますけど，そういうテクノロジーとか最先端

の技術を，戦争をなくすとか貧困をなくす，社会的な課題解決に使おうとするマインドセ

ットを，どう醸成するかということに行き着く。 

 

科学技術，このテーマもすべてそうだと思いますけど，何に活用するかということに，も

っとも重要なところが，これからの人類のテーマだと思いますけど，そういう意味で，こ

の右側に書いてあるような，実は，テクノロジー以外の部分の教育というか，ソーシャル・

グッド・マインドをどう醸成するか，AIとかブロックチェーンを使って戦争や貧困をなく

すということをやっていこうという，そういうマインドをどう醸成するかというところに



 

 

尽きるわけですけど，そこは，まず，わざわざルワンダとかシリア難民のところに行って

やっている理由は，最大，そこにあるんですけど，そもそも原体験，人間の本質は，だい

たい原体験で決まりますよね。 

 

どういうところで育って，どういう環境で育ったか。そういう意味で，教育では教えられ

ないジェノサイドであったり，今でもシリアで戦争がある，そういうところで育っている

わけなので，先ほど言ったように，ぜひ，戦争や貧困をなくさなければいけないというモ

チベーションがまずあって，彼らには。そこはもう，われわれは教えられないわけですけ

ど。どんなに自分たちがエリートで，ITとかコンピューターがわかっていても，社会全体，

国全体がおかしくなったら，一瞬にして，その立場，ポジションはなんの意味もない，そ

れは喪失されるということを，もう，体でわかっているわけです。 

 

数カ月前までシリアにいた，それが，今，すべてを失って難民になっている方々というわ

けなので，ということは，こういうことを学んで，もう二度とそういうことが起きないよ

うな国，社会，平和な国にしよう，ルワンダの，われわれの教えている大学生，お母さん

は８人きょうだいだったけど，お母さん以外，７人は全員虐殺されたと，23年前のジェノ

サイドで。というなかで，お母さんが１人生き残ったので，今，自分がいて，ルワンダ国

立大学でコンピューターサイエンスを学んでいますというような人がいる。 

 

そうすると，自分のことだけではなくて，では，社会をどれだけ平和な社会にしようかと

いうことを，こういうテクノロジーを使って実現していきたいんだということが，もう，

備わっているので，そういう国では，まだほとんど行われていない AI だとか，こういう

ブロックチェーン，日本の大学院でも，なかなかブロックチェーンを教えているところは，

あまりないですけど，そういったことをやらせていただいて，この右側にある，一番下に，

IT for Social Good Case Studyと書いてありますけど，ビジネスとかそういうことではな

くて，アフリカなり，貧困を除去するために使われているようなテクノロジーのケースス

タディーを学ぶとか，相手を絶対に否定しない精神をどう醸成するかというのを，ピース

フルマインドという，われわれのオリジナルコンテンツですけど，そういう事業だったり，

ピースコミュニケーション，去年，この会議に，イトウさんという，元博報堂の方が来ら

れたと思いますけど，PR とか，マーケティングの手法を，戦争を回避するためにどう使

うかということも，日本の第一人者の方たち，そういうピースコミュニケーションという

ようなことも教えたりして，これを通じて，その国なり，世界のリーダーというものにな

ってもらおうということを，今，ここでやらせていただいています。 

 

われわれがやろうとしているのは，戦争が起きてしまっている状態，テロが起きてしまっ

ている状態のときに，テクノロジーを持ち出して，それを止めるというのは，なかなか難



 

 

しいわけですけど，その戦争とかテロとか貧困ということの原因，それを引き起こしてい

る原因をテクノロジーで除去することはできるのではないか，その除去する作業をやる人

を育てていこう，しかも，その当事者である，その国の若者に対して。いわば，それは，

ご存じのように，ヨハン・ガルトゥング（Johan Galtung）さんという戦後平和学とか，

紛争解決学というのをつくったガルトゥング博士がいっている，いわゆる積極的平和とい

うことです。 

 

消極的平和というのは，単に戦争がない状態のことを消極的平和といいますけど，積極的

平和は，戦争を引き起こすような原因すら，全部ない状態のことを積極的平和というと。

食糧の奪い合いや資源の枯渇している，いろいろな原因のところを除去していこう，テク

ノロジーで。それを実現していく人材をつくり出すことで，まさにピーステック，われわ

れがいっているピーステックということを進めていこうという活動です。2045年までにと

書いてありますけど，一応，われわれの目標は 2045年８月 15日までに，世界から戦死と

餓死する人をなくそうということがテーマで，あと 28 年で達成しないといけないのです

が。そういうなかでルワンダ。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

もう少し巻きでお願いします。 

 

○金野 索一（NPO法人 Edo Tec Global 代表理事 多摩大学大学院 特任教授）  

すみません。最後に具体的な，わかりやすい例が，ルワンダの虐殺というのが 24 年前に

ありましたけど，ルワンダの虐殺，われわれもルワンダに行っていてわかったんですけど，

ツチ族とフツ族の争いのなかで，ああいうことが起きたということはよく知られているわ

けですけど，本当の原因は，ツチ族とフツ族の争いというよりは，1994年のジェノサイド

の直前ぐらいに，ずっと食糧難で天候不順，食糧難，食べものがあまりなかった。 

 

もう一つは，食品大手がコーヒー豆の買取価格を下げたことで，コーヒー豆が暴落しまし

た。この２つが，実は，そのジェノサイドのトリガーになったというのを，ジャレド・ダ

イアモンドという有名な人が『文明崩壊』という本のなかに書いているんですけど。いわ

ば，ツチ族とフツ族の争い，いろいろな戦争，テロの外交的な交渉など，政治的な問題で

はなくて，その食糧難だとかコーヒー豆の価格うんぬんなんていうのは。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

巻きでお願いいたします。 

 

○金野 索一（NPO法人 Edo Tec Global 代表理事 多摩大学大学院 特任教授）  



 

 

はい。IT，まさにテクノロジーで解決できる。それは技術とかビジネスの力で解決できる

部分，それを実行できる人を，ピーステックをテーマに育てていこうというのが，われわ

れが，今，とり組んでいることであります。以上です。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

ありがとうございます。素晴らしいお話をありがとうございます。まさに，これは朝，ジ

ェリー・ホワイトさんからいただいたお話と符号すると思いますが，テクノロジーの現場

で，直接，世界を変えていこうというお話ですよね。冒頭の科学技術外交のお話は，外交

という場に科学を持ち込むという話でしたけど，ピーステックというのは，市民がまさに

手にするテクノロジーそのものによって実現していくという話だと思います。 

 

ちょっと，このなかで議論する時間がなくなったのですが，もう一人，まさにこういった

テクノロジーで世の中を変えるということをやられている，コード・フォー・ジャパンの

関（関治之）さんにも今のお話についてコメントをいただけないかなと思うんですけど，

いかがでしょう。マイクを。 

 

○関 治之（一般社団法人コード・フォー・ジャパン 代表理事） 

はい。大変ハードルの上がったところでご指名いただきまして，ありがとうございます。

コード・フォー・ジャパンの関と申します。よろしくお願いします。コード・フォー・ジ

ャパンは，テクノロジーを使って市民自身がコミュニティーをつくって，自分たちの地域

をよくする活動をしています。今，お伺いしたなかで，日本のなかでのテクノロジー活用

で，すごく感じていることは，どう使うかとかですね，やっぱり。 

 

特にわれわれの場合は，行政と市民コミュニティーと両方，面しているわけですけれども，

行政側がけっこうテクノロジーに対して，例えば，今，いろいろいわれている IOT実装と

か，いろいろ施策のなかでも，わりと IOTを使っていこうとか，使えるようならデータ活

用しようとか，そういうのは結構ありますが，どこ，何のために使うかという目的変数の

ところが，なかなかビジョンが，あまり伝わってこないのですね。 

 

地域行政のなかでも，やっぱりテクノロジーに詳しい人が非常に少ないということで，市

民が参加したいといっても，なかなか接点がつくれないという状況が各地でけっこう起こ

っているのですね。そのなかで，先ほど金野さん，私もルワンダに行ったことがあって，

そのなかで行政側がけっこう，ICT活用をかなりしているし，かなり，そこのなかで行政

が育てている部分がけっこうあるのかなと思ったんですね。 

 

地域の ICTの会社とかと一緒にシステムをつくったり。そのあたりの目的，行政側でテク



 

 

ノロジーをうまく活用するような接点とかビジョンとかを，なぜ，ルワンダではできてい

るのかと，日本はどうして，そういうテクノロジー人材がけっこう少ないのだろうとか，

そういったところについて，なにか，どなたかコメントがあればいただき，まず，ルワン

ダに関しても聞いてみたいです。 

 

○金野 索一（NPO法人 Edo Tec Global 代表理事 多摩大学大学院 特任教授） 

ルワンダは開発独裁で，内陸部で産業もないし資源もなくてということで，ITということ

をやっているんですけど，僕らがやっているのは，そういう意味では１PC１Kid政策とい

って，ルワンダの小学生レベルから PC を１個ずつ配布していってということをやってい

るので，ITリテラシーがアフリカの国のなかでは相当高いということは間違いないですけ

ど，僕らはどちらかというと，ガバメントとはあまり関係がなくて，さっき言ったような，

確かにエンジニアレベル，普通にプログラミングができますという人は非常に多い。 

 

しかし，そのうえで，さらに具体的な社会課題を IT でどう解決するかという，そのソリ

ューションまでできる，あるいはブロックチェーンなり AI を活用できるというレベルの

人は，ほとんどまだいないわけなので，その知識も実践的なことも含めて教えることで，

さっきの，例えば，コーヒー豆の暴落ということが問題になるのであったらネスレに別に

買われなくても，直接自分の国で，ロジスティクスで農家を横につないで，きれいなパッ

ケージングに，ルワンダでコーヒー豆にして直接アメリカとか日本のエンドユーザーに e

コマースでできるというようなことを，別にできれば，どこに買われるか，そういう食品

メジャーは関係ないわけですよね。 

 

ということで，その虐殺につながったようなことの原因を除去していくという，実践的な

ことをやっていくということの人材がまだまだいない。そういう教育をやっているわけで

す。そういう意味では，ガバメント的には，ほとんど関係なく勝手にさっさとやっている

という感じですけど。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

関さんのお話を伺っても，金野さんのお話を伺っても，だから日本は，やっぱりガバメン

トが弱いのですかね。弱いというのは，ガバメントとアカデミアが，だいぶ感度が低いと

いうか，外の出来事に対する感度が低くて，なおかつ人材交流が少ないというのが，たぶ

ん，日本のガバメントと日本のアカデミアの問題じゃないかと思いますけどね。ほかにも

質問のある方はいらっしゃいますか。今日のテーマ，なんでもいいですけど。ないですか，

後ろの。はい，どうぞ。 

 

○守屋 



 

 

国際 NGO プラン・インターナショナルの連携組織のプラン広島の守屋と申します。だい

ぶ前の話ですが，ジョン・レノンさんがすべての武器を楽器にということをおっしゃって

いたのですけど，その言葉をおっしゃった方が糾弾に倒れたということで，ことさらに科

学技術を否定する気は全くないですけれども，どうして，そういうことを言われる方が亡

くなってしまうのか，私も僭越（せんえつ）ながら被爆２世ですけれども，広島でこうい

う会議が開かれるということで，参加させてもらって，このことについてどのようにお考

えでしょうか。どなたでもいいです。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

深遠な質問でしたが，どなたかコメントがありますか。今のご質問は，すべての武器を楽

器にというような，そういう純粋な平和主張をされる方が，むしろ，そういった積極的に

犠牲になっていくのはなぜか。でも，別に彼はそれを言ったから撃たれたわけではないで

すよね。 

 

○守屋  

そうですね。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

ちょっとご質問の趣旨をもう少し。 

 

○守屋  

ある意味，質問の投げかけですけど，皆さまに考えていただきたいというか，いくつかの

方が指摘されているように，科学技術と平和の両立というものに，ある意味，矛盾点が生

じているのではないかということに，私も合意がいっているわけでありまして，そこのと

ころの，皆さん，国の方なり，ここのご意見としてどのようにお考えなのか。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

科学技術と。 

 

○守屋  

平和の両立。ええ，そうです。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

両立ということについてどう思うか。どうですか，国のなかの方というのは，大髙さん，

よろしければ。 

 



 

 

○大髙 準一郎（外務省 国際科学協力室 国際科学協力室長）  

ショートで。じゃあ，できるだけ，ひと言で。全体を通じてのテーマだと思うのですが，

科学技術というのは，兵器開発に使われることもあるし，一方で，これまでわれわれの暮

らしを豊かにしてくれたという存在でもあるということだと思うのです。豊かにしてくれ

たというのは，単に平和の実現，消極的な平和な実現にとどまらず，先ほどの金野さんの

話に引きつけて申しあげれば，やっぱり人々の一生を豊か，幸せなものにするということ

を全世界的に実現するということにもつながってくるのだと思います。 

 

そうしたことが SDGsの理念として，いろいろなときとして，相互にも矛盾するかもしれ

ない，いろいろなものが入ってきているというのは，そういう趣旨だと思いますし，時間

がなくて，あまりご紹介できなかったのですけれども，日本政府としては，日本と相手国

の研究者が共に，例えば，感染症とか環境保全なんかに向けて共同でとり組むプログラム

などで，実は，これは藤井さんが設立に関わったということを最近知ったのですけれども。 

 

先ほどの話に戻りますと，人々を幸せにするために科学技術を使っていく，それをどうい

うふうに幸せにするために使えるかっていうのは，使う側というか，生み出す側でもあり

ますけど，人間それぞれに問われている問いだと思います。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

素晴らしい締めの言葉をいただきありがとうございます。どなたか，どうしても質問とい

う，ああ，じゃあ。マイクを，じゃあ，はい。 

 

○オオニシ アキエ  

英語教育関係に，英語を教えております，オオニシ アキエと申します。今回は通訳ガイ

ド協会の案内で参加させていただきましたけど，全く，この分野に関しては無知でして，

耳新しい言葉がたくさん出てきて，大変勉強になりました。２つほど，ちょっとばかな質

問ですが，１つは日本の今，現在の日本の科学水準というのはどれぐらいでしょうか，世

界で。 

 

あまりよく分からないのですが，ある程度は高いのではないかと思いますけれども，今回，

北朝鮮があんなふうにミサイルとか発射しますよね。従来，割と科学水準が低いかなと思

われていたような国が，いつの間にか力をつけて，日本のように先進国であるような国の

水準が落ちてきているようなところがあるのじゃないかなと。そこのところの，今の，現

状ですね。もし，把握していらっしゃるのでしたら，ぜひ教えていただきたいと思います。 

 

それから，今回，北朝鮮の件に絡んで，アニメチックですけど，日本の状況にそういった，



 

 

あるじゃないですか，核の，原爆とかそういったものをシールドできるような，結界のよ

うな感じで，日本の国全体をシールドできるくらいの科学技術を日本は持っていますか。 

 

○藤井 宏一郎（マカイラ株式会社 代表取締役） 

ちょっと簡潔にお答えさせていただきます。もし，より詳しい方いたら教えていただきた

いのですが，日本の科学技術水準というのは，明らかに世界のトップレベルで，少なくと

もトップテンには入っていたと思うんですね。ただやっぱり，近年，被引用論文数だとか

においても，国際科学会議のプレゼンスにおいても，どうも日本は下がってきているとい

うのは事実で，それと比例するように中国が上がってきているということだと思います。 

 

だからといって，北朝鮮のほうが上ということでは全然なくて，依然，世界のトップレベ

ルということだと思います。北朝鮮のミサイルをシールドできる技術が日本にあるかとい

うと，ミサイルを撃ち落とす，ミサイル防衛の技術というのは，アメリカが開発したもの

を日本は輸入して持っておりますが，それが完璧かどうかというのは，私にはわかりませ

ん。 

 

簡潔にそれについて，つけ加えることがあれば，どなたかありますか。はい，以上のよう

なところだと思います。では，そういうところで時間もなくなってしまいましたので，以

上にできればと思いますが，科学技術と平和の関係を複雑な話もいろいろしながら，さま

ざまなかたちで考えることができたと思います。パネリストの皆さま，どうもありがとう

ございました。 

 

（了） 

 


